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研究成果の概要（和文）： 本研究では，災害発生時に有効に機能しうる道路網をめざしたロバストネットワークデザ
インモデルの構築をめざす．まず，従来の道路整備評価に合算可能な防災機能の便益評価手法を提案する．具体的には
，道路利用者の経済損失（災害時の迂回損失・機会損失）の軽減と，地域住民の孤立に対する平常時の心理不安の軽減
に着目し，それぞれの便益評価手法を構築した．岐阜県飛騨圏域のネットワークで実用性検証を行った結果，新規道路
建設により災害時に接続を確保することの便益を貨幣単位で評価することができた．さらに，提案した手法に必要な経
路確保便益に関するパラメータをWebアンケート調査結果を基に同定した．

研究成果の概要（英文）：We propose a robust network design model which can contribute to construct a netwo
rk which may function under an emergent situation. For this we first proposed a benefit evaluation method 
of disaster prevention capability of road network consistent with the conventional benefit evaluation meth
od. In concrete, we define the benefit of disaster prevention capability of the road as a sum of reduction
 of economic loss by detouring and losing opportunity, and reduction of anxiety of being disconnected for 
local citizen. The proposed method is applied to the road network in Hida area of Gifu Prefecture, and the
 benefit of enhancing connectivity by new road construction is quantified by the monetary term. Then we ca
rried out a web-based questionnaire survey to estimate a parameter for a reduction of anxiety of being dis
connected.
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１．研究開始当初の背景 
 
災害発生時やその後の復旧復興時における

道路網の重要性は平常時にもまして高まる．
2008 年に発生した岩手・宮城内陸地震では山
間部における孤立集落の問題がクローズアッ
プされた．岐阜県では中濃，飛騨の山間部を
中心に，25 市町村 476 集落が災害時に孤立す
る危険性があるといわれている．このように，
現状の道路整備状況では発災時における道路
の機能は心許ない．様々な状況に対してロバ
ストな道路ネットワーク構築が喫緊の課題と
いえる． 
災害に強い道路ネットワークの構築は，古

典的かつ重要なテーマである．交通分野では，
80 年代よりノード間の連結性を示す連結信
頼性の概念を用いた検討が実施されている．
さらに，ネットワーク容量の確保可能な確率
で評価する容量信頼性，ドライバーの交通情
報への対応行動を加味した遭遇信頼性など
様々な指標が提案されている．一般的に，信
頼性解析手法においては，事象発生確率は与
件とし，与えられた確率の元で生じうる期待
損失により評価を試みている．しかしながら，
災害発生確率が高精度を持って予測できると
はいえない．誤った機能低下確率の設定は誤
った結論を導き出す危険性をはらむ． 
信頼性解析と対照に，被災確率予測の不確

実性を鑑み，被災確率を考慮せずに災害発生
時におけるインパクトのみを対象とした方法
論は脆弱性（Vulnerability）分析と呼ばれる．
たとえば，D’Este and Taylor は，アクセシビ
リティ指標を用いた脆弱性評価分析を提案し
ており，道路網の中でその途絶がアクセシビ
リティに大きな影響を及ぼすリンクの抽出に
適用している．これらは，事象発生確率を前
提とするリスク分析と一線を画す考え方とい
える． 

 
２．研究の目的 
 
以上のような背景を元に，災害発生確率予

測の不確実性を考慮した，ロバスト道路ネッ
トワークデザイン方法について考究すること
が重要との考えに至った．また，脆弱性概念
を適用することで災害発生予測の不確実性を
考慮可能といえる．さらに，提案した手法の
実際のネットワークにおける実用展開の側面
からの検証および期待便益アプローチとの比
較も可能となり，実用性の高いロバスト道路
ネットワークのデザイン手法の構築が可能と
なると考えた． 
 
３．研究の方法 
 
本研究では，災害発生時に有効に機能しう

る道路網をめざした道路デザイン手法の構築
を進める．中山間地域を分析対象とし，最悪
の事態が生じる場合を評価指標として考える
脆弱性の概念を適用し，正確に予測できない

災害発生に対してできる限り対応可能な道路
ネットワークを構築する方法論を考究する．
研究期間内の具体的な目標としては，以下の
2 点をあげる． 
(1) 脆弱性概念によるロバスト道路ネットワ

ークデザイン手法の構築 
脆弱性概念の適用事例として，D’Este and 

Taylor5)は，アクセシビリティ指標を用いた脆
弱性評価分析を提案し，途絶がアクセシビリ
ティに大きく影響するリンクを抽出している．
また，筆者らは，ノード間の非重複経路数を
元に算定される接続脆弱性指標を定義し，こ
れを用いた重要リンク探索方法を提案してい
る．しかし，接続脆弱性はあくまで連結性と
いう事象を評価した指標であり，道路区間の
機能低下による機会の損失を量的に評価でき
ているわけではない．また，金銭的価値への
換算に関しては議論が十分でなく，最悪ケー
スを想定するため過剰投資の危険性も懸念さ
れる．接続脆弱性の考え方を，地域全体の耐
災性評価につながるような概念に拡張するこ
と，そしてその経済的価値を検討するための
考え方を整理することにより，ロバスト道路
ネットワークデザイン手法を確立することが
本研究の第 1 の目標である． 
(2) 実道路ネットワークでの適用を通じた実

用性検証と期待便益アプローチとの差異
の整理 

ロバスト道路ネットワークデザイン手法を
岐阜県の道路ネットワークで適用することで
提案した手法の実用性を検証するとともに，
期待便益アプローチとの際を検証した． 
 
４． 研究成果 
 
4.1 災害時の便益評価の考え方 
 『公共事業評価の費用便益分析に関する技
術指針（共通編）』によれば，防災事業の便益
評価には，「期待被害額の軽減」の他に「心理
的不安感の軽減」も評価すべきとされており，
本研究もそれに準じて検討を進めた．道路網
における期待被害額の軽減効果は，道路利用
者に帰着する経済損失の軽減効果と考えられ
る．すなわち，長大な迂回・深刻な渋滞によ
る「時間損失」と，トリップ中止による「機
会損失（機会費用）」である．現行の道路整備
評価では，走行時間短縮効果は，短縮した総
走行時間（台分）に，自動車 1 台あたりの時
間価値の原単位（円／分）を乗じることで貨
幣換算している．災害時における道路利用者
の被害額は，平常時に比べ遅延した総走行時
間（台分）に時間価値を乗じることで算出で
きる．心理的不安感の軽減について，道路網
整備について防災投資の観点から考えたとき，
整備によって災害時の影響に対する不安感の
減少効果は発生する．たとえば，新規道路整
備によって集落の孤立が解消されるならば，
孤立への不安感は減少するだろう．そのため，
地域住民に帰着する経路確保の便益を心理的
不安感の軽減便益とする． 



本節で述べた便益項目（心理的不安の軽
減・交通損失の軽減）は，上田らが示した道
路整備の便益帰着構成表と整合する．本研究
で取り上げる心理不安の軽減便益は，代替経
路確保の便益と解釈でき，この便益項目は従
来評価において算出されていないため，時間
損失など従来型の損失計算値と合算が可能で
あることが確認できた．さらに，便益帰着構
成表によれば，代替経路確保の便益は地域住
民に帰着するが，道路利用者には，代替経路
確保の便益は帰着しない．これは，走行時間
など道路利用とは別の側面から評価がなされ
る項目であるためと解釈できる．これらの議
論を踏まえ，期待被害額の軽減便益として，
道路利用者の経済損失，すなわち迂回・渋滞
による時間損失および，目的地へ到達できな
かった機会損失の軽減を評価する．また，心
理的不安の軽減便益として，経路途絶に対す
る地域住民の不安感の軽減を評価することが
可能である． 

 
4.2 経済損失軽減便益 
(1) 道路利用者 
道路利用者の損失は時間損失とトリップ取

りやめによる機会損失の２つを考慮する．時
間損失は，利用者均衡配分を行うことで，迂
回と交通渋滞の影響を考慮できる．利用者均
衡配分によって得られたリンク所要時間とリ
ンク交通量を用いることでネットワーク全体
の総走行時間が得られ，災害発生による増加
を持って評価可能である．機会損失は，長大
な所要時間であるためトリップを取りやめる
ことを考慮することで，経路の途絶とトリッ
プの中止を取り扱う． 
交通損失の軽減便益は，整備前後での災害

発生時の時間損失及びトリップ取りやめ損失
の軽減量を持って評価する． 
(2) 地域住民 
地域住民に帰着する経路確保便益は，経路

確保の水準に対する効用を計測することで評
価する．すなわち，ある個人の効用関数に代
替経路確保の水準に対する選好を定義し，被
災状態 i における経路確保の水準 n の低下を
効用の低下と表現することで計測する．式(1)
の効用関数では，財消費量 xによる効用 f (x)
と経路確保の水準 H により効用が計算でき，
水準 H の低下により効用低下を表現できる．
また，代替経路確保の水準 n は，先行研究で
提案された指標「非重複経路数」を用いる．  

iwiw HxfU  )(  (1) 

ここで，xk：財 k の消費量，H：被災状態 i・
整備 w における経路確保の水準，f(x)：効用
関数． 
 
4.3 災害時道路網機能の便益評価手法 
(1) 交通損失軽減による便益 
需要変動型の利用者均衡配分を適用するこ

とで，機会費用を考慮した総走行時間を算出

し，道路利用者の時間損失と機会損失を求め
る．総走行時間の計算方法は，長江らを参考
にした．配分計算には Frank-Wolfe 法を用い
る． 
(2) 代替経路確保の便益 
災害時に経路が確保される便益は，防災投

資の便益評価を参考にし，便益定義の 1 つ，
等価的偏差 EV（受取補償額）を用いて算出す
る．EVはプロジェクトをあきらめるために必
要な最小の補償額であり，式(2)の等号を満た
す EV，すなわち整備なしの期待効用と整備あ
りの期待効用とがつり合う補償額と定義され
る．式(2)の間接効用関数 V(.)は所得と財価
格mと環境H（生活環境を表現する状態変数）
の場合に得られる最大効用を意味する．   
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ここで，o：整備なしの場合(without)，w：
整備ありの場合(with)を示す記号．P i：災害 i
の発生確率，V ( )：間接効用関数，H：環境水
準，m：財・サービスの価格，：所得，EV：
全災害シナリオに対し一つ定まる補償額． 
等価的偏差 EV を用いることは，道路整備

を実施した場合と等価な補償額は，道路整備
の価値を表すと仮定していることになる．環
境水準Hの低下による効用低下を心理的不安
の増加と解釈したとき， EVは心理不安の軽
減便益を表す．本研究では，環境水準 H に含
まれる様々な要因のうち「代替経路確保の水
準」に着目する．環境水準 H は，災害時の拠
点となりえる場所までの代替経路確保の水準，
非重複経路数 n の関数とする． 

)( iwiw nfH   (3) 
ここで，i：被災状態を表す添え字でi=0のと
き平常時を表す．w：整備案を識別する記号
でw=oのとき整備なしを表す．f ( )：代替経路
に対する評価関数，H：環境水準． 
式(3)を計算するため，地域の代表的個人の

消費行動に，一般的な効用関数（式(4)）を仮
定する．交通サービス（財 1）と合成財（交
通サービス以外の財・サービスをまとめた財
2）の 2 つを考える．所得のうち割合だけ交
通サービスを利用する．は，環境 H による
不安感が，効用に与える影響の大きさを意味
するパラメータである． 

   HxxU  1
21  (4) 

ここで，x1：交通サービスの消費量，x2：合
成財の消費量，：交通サービスの消費割合，
：環境水準に対する重み．m1：交通サービス
の価格，m2：合成財の価格．式(4)の対数をと
り，予算制約付き効用最大化問題として式(5)
を定式化し，ラグランジュ未定乗数法により，
式(6)の需要関数が求められる．  
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式(6)を式(5)に代入し次式を得る． 

 
CHV  lnln   (7)  

ただし，交通サービス価格mと消費割合は，
道路利用者の便益との二重計測を避けるため，
災害前後・整備有無によらず一定と仮定し，
定数項Cにまとめている．この仮定は，代替
経路確保の効果のみに着目し，他の値を固定
していると解釈する．式(7)を式(2)に代入し
EVについて解くと，次式を得る． 
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これにより，環境水準Hと状態iの生起確率
P iと所得で表される便益評価式を導出でき
た．式(8)は，整備による地域住民1人あたり
の受取補償額であり，心理不安の軽減分を意
味する．所得により金銭単位に変換されて
いる．EVは所得に比例して大きくなる．こ
れは所得が大きいほど式(2)の期待効用は高
い水準にあるため，式(2)の等式を満たすため
に多くの補償額が必要であることを意味する．  
代替経路確保の状況は地域ごとに異なるた

め，それぞれの地域について式(8)を適用する．
各地域の世帯数と世帯あたりの受取補償額と
の積和により，代替経路確保の便益が算出で
きる．  

  
r rrresident EVGB  (9) 

ここで，Bresident：地域住民の代替経路確保の
便益，Gr：地域rの世帯数，EVr：地域rの1世
帯の受取補償額 (円) ．ここで，式(9)を計算
するため，経路確保の水準Hについて，式(8)
の関数を定義する．最寄りの拠点への非重複
経路数nの対数をとり評価逓減を表現し，途絶
日数κで重みづけしている． 

  11ln  iwiiw nH   (1) 
 
ここで，n：拠点までの非重複経路数，κ：途
絶日数． 
(3) 最尤被災パターン法の適用 
災害を考慮した適用計算を行う場合，まず

はあるレベルの災害が発生する確率を考慮す
るとともに，その災害が発生した際の各構造
物の被災確率を考慮し，最終的な被災パター
ンを考えるのが一般的である．しかしながら，
このような方法をとれば，1つの災害シナリオ
について多くの計算を実行する必要があり，
多大な計算時間を要する．本研究では，長江
ら9)が提案した最尤被災パターン法の考え方
に基づき，ある災害シナリオiの発生により，
最も発生する確率の高いリンク途絶パターン
が生じると仮定する．すなわち，1つの災害シ
ナリオについて，1つの途絶シナリオを考える
ことで膨大な被災パターンを省略し，災害時
の影響を近似する． 
 
4.4 ケーススタディ 

(1) 計算条件 
構築した評価手法を岐阜県飛騨圏域に適用

する．岐阜県飛騨圏域は岐阜県北部に位置す
る中山間地域であり，斜面の落石崩壊や集中
豪雨発生時の土砂災害の危険性の高い場所が
数多く存在する．降雨時に落石や法面崩壊な
どの恐れがある区間について通行規制区間が
定められている．ケーススタディにおいて，
豪雨災害を想定し，過去21年間の豪雨履歴に
より豪雨発生エリアおよび豪雨発生確率を設
定する．岐阜県の雨量規制箇所には，時間
30mm以上や2時間60mm以上といった基準が
設けられているが，簡単のため，豪雨の定義
を時間降水量50mm以上とし，豪雨が発生し
た場合は，1日の通行止めが行われるとする． 
過去21年で発生した豪雨（時間降水量

50mm以上の降雨）を15種類に分類し豪雨シ
ナリオを作成した．計算ネットワークは，2005
年の道路交通センサスに基づいており，2030
年の将来ネットワークより，2012年1月現在に
供用しているリンクを追加している．経路確
保の便益を算出するために必要な「非重複経
路数」は，数値計算ソフトウェアのMATLAB
を用いる．リンク数27,076，ノード数9,474の
ネットワークで非重複経路数の最大化問題を
解く．交通損失の軽減便益を算出するために
必要な「リンク所要時間」と「リンク交通量」
は，交通需要予測パッケージJICA STRADAを
用いる．リンク数17,345，ノード数11,443のネ
ットワークで交通量配分を行う． 
代替経路確保の便益は，評価対象地区につ

いて，自都市の拠点（市役所）までの非重複
経路数を用いて，心理的不安の軽減分を計算
する．世帯あたり所得は，総務省の全国消費
実態調査から，世帯数は，国勢調査から設定
する．交通損失軽減便益は，広範囲に及ぶと
考えられるため，飛騨圏域だけでなく岐阜県
全体の道路利用者を対象とする．収束判定の
基準は，リンク交通量の誤差を5 %とする． 
図1は，本ケーススタディで計算する便益評

価の全体像を示している．従来の走行時間短
縮便益に加えて，新しい便益として，代替経
路確保の便益と交通損失の軽減便益を算出し，
数値計算例を示す． 
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※本来、従来便益には、走行経費減少と交通事故軽減が
含まれるが、簡単のため、本研究では省略した．  

図1 評価の全体像 
(2) 評価結果 
 図 2 は異なるに対する従来便益，追加便益
の値を，図 3 は追加便益の内訳を示している．
今回は，，について計算を行ったが， 
が 1 の場合は，追加便益の大きさは，従来便
益に比べ小さく，の値を大きくすると従来評



価と同程度の便益となることが確認できた．
また，追加便益について，経路確保便益が支
配的であることが確認できた．  
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図 便益評価結果
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図 追加便益の内訳


 経路確保便益パラメータの推定
では，経路確保便益に対するパラメータ

を，と指定して計算を行った．ここでは
この値を同定するために，アンケート調査を
実施した．本研究では住民が孤立に対して不
安感を抱く原因となる災害の発生頻度や災害
が発生した際に使用できる道路の本数といっ
た要因を評価したい．そのため，複数の評価
が可能なコンジョイント分析を採用する．な
お，アンケート調査にあたり，受け取り補償
額を質問すると過大評価となる可能性が指摘
されており，ここでは支払意思額を質問して
いる．また，これにより式(8)も若干変更され
ているが，紙面の都合上ここでは省略する． 
アンケート調査の概要を表 1 に示す．対象

者は，岐阜県，新潟県，長野県に居住する 20
歳以上の方である．Web アンケート調査方式
を採用し，予備調査で回答者が災害時に孤立
危険性のある地域に居住するかどうかを聞く
ことで，孤立予想集落に居住する住民を重点
的に抽出した．そのうえで，孤立予想集落に
居住している人と，それ以外の地域の人とで
サンプルの割り付け回収を行い，孤立予想集
落に居住する人のサンプル数を全体の 6 割を
確保した． 
本調査は，災害発生時に失われる道路の接

続性と道路整備にかかる負担金を示し，その
道路整備の政策が賛成か反対かを聞くことで
集落の孤立に対する心理的不安の定量化を行
うことを目的とする．本調査におけるシナリ
オは，評価モデルの中からの推定に必要なも
のを抽出し，表２のように設定した．災害発
生確率，途絶日数，整備を行わない場合の災
害発生時の残存経路数を 2 水準，負担金を 8
水準とし，実験計画法 L16 の直交表に当ては
めて 16 パターンの質問項目を作成した． 

 
表 1 アンケート概要 

岐阜県，新潟県，長野県
Webアンケート調査
2013年12月19日～12月20日

孤立予想集落 516サンプル
それ以外の地域310サンプル
合計 826サンプル

調査方法
実施期間

有効
サンプル

対象地域

表 2 属性と水準 

属性 災害発生頻度 途絶日数
整備なし
の経路数

5年に一度 1日 0本（孤立） 500円 1000円
100年に一度 1週間 1本 5000円 1万円

3万円 5万円
10万円 15万円

金額

水準

 

表 3 は，孤立予想集落に居住しているかど

うかによって年間所得に関するパラメータを
個別に設定しモデルを推定した結果である．
まず，パネルデータに起因する系列相関を考
慮するために導入した分散が有意であること
より，パネルデータバイアスの考慮が必要で
あることが確認された．また，全てのパラメ
ータが統計学的に有意となっている．さらに，
β1=β2 の帰無仮説によるパラメータ推定値の
差の検定も併せて行ったところ，t 検定量が
-3.07 となり，有意水準 5%で統計的に有意と
なった．これより，の値については，孤立予
想集落のの値はそれ以外の地域の γ の値の
およそ 3 倍の値になることという結果となっ
た．以上のことから，孤立予想集落の住民に
とっては，その他の地域より約 3 倍大きく
を評価しているといえる．なお，この調査で
得られたの値は 0.02，0.007 と非常に小さか
った．推定方法について今後さらに検討を加
える必要があるといえる． 

 
表 3 居住地域別の推定結果 

説明変数 係数

尤度比　　　　　　 0.122
α（環境水準） 3.57 **
β₁（年間所得：孤立集落） 168 **
β₂（年間所得：その他の地域） 483 **
分散 1.37 **
β₁-β₂の差 0.0416 **
γ₁(孤立集落）
γ₂(それ他の地域）

0.02125

0.00739  
 
4.6 成果と課題 
 本研究では，脆弱性概念を活用したロバス



トネットワークデザイン手法の開発を行った．
まずは，災害時の経路確保便益および時間短
縮便益を新たに追加すべき便益項目と見据え，
それらの計量方法について検討を加えた．ま
た，岐阜県飛騨地域のネットワークを用い，
それらの便益が平常時の便益と比較してどの
程度の大きさを持つのかをケーススタディを
通じて明らかとした．さらには，経路確保便
益評価に必要なパラメータについて，Web
アンケート調査を用いて道程を試みた．その
結果，孤立の不安を解消できる経路確保便益
を考慮した新たな道路整備便益評価手法を開
発することができたと考える．今後の課題と
しては，の推定方法の再検討があげられる．
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